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保育所における発達障害の早期発見・早期介入を阻害する要因の検討
―「気になる子ども」に対する保育士の認識と支援体制から―

津田　朗子 , 木村留美子

 金沢大学医薬保健研究域

　はじめに
　近年、保育所や幼稚園などでは行動異常や対人社会性
の問題等を抱え発達障害を疑われる「気になる子ども」
が多数報告されている1-3）。このような子どもは、幼少期
より「育てにくさ」や「関わりにくさ」などの問題を抱
えているが、彼らの特徴は周囲の者に理解されにくいた
め、不適切な対応による二次的障害を引き起こし、より
深刻な問題に発展することもある4-6）。また、幼少期にお
ける問題としては、養育者との不適切な関係により愛着
の形成が遅れ、養育者側に強い欲求不満を生じさせ虐待
の高リスクとなることも報告されている7）。したがって、

発達障害を疑われるような「気になる子ども」に対して
は、可能な限り早期に発見し支援を開始することが求め
られる。
　発達障害の早期発見においては、乳幼児健診だけでは
発見が難しく、幼稚園や保育所等の集団生活の場での「気
付き」により発見されることが少なくない8-11）。2008年に
改訂された保育所保育指針12）においても、障害のある子
どもの保育やその保護者への支援についての項目が追加
され、従来の保育・養護・幼児教育機関としての役割に
加え、子どもの健全な発達を保障するために発達障害等
の早期発見・早期介入もその重要な役割とされている。
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目的：「気になる子ども」に関する保育士の認識と支援体制を明らかにし、保育所における
発達障害の早期発見・早期介入を阻害する要因とその改善にむけた検討を行うこと。
方法：全国 391 保育所の保育士 2,346 名を対象に「気になる子ども」に関する認識と支援体
制についての質問紙調査を行った。
結果：保育士 1,070 名から回答を得た。クラスに「気になる子ども」がいると答えた割合は、
子どもの年齢が高いほど多かった。保育士が捉えた「気になる子ども」の行動は対人トラブル、
落ち着きの無さ、環境に対する順応性の順に多く、対人トラブルにおいては保育士と保護者
で認識が異なっていた。保育士は「子どもの問題に気づいていない」「問題に気付いている
が認めたがらない」「健診での指摘がないので問題ないと考えている」保護者への対応に困
難を感じており、子どもの問題を指摘することで保護者との信頼関係が崩れることを恐れ、
保護者と問題を共有できていないことが示唆された。また、「気になる子ども」への介入は、
クラス担任が通常の保育と兼務しながら行っており、障害児担当保育士を決めている割合は
わずか 2 割であった。そのため、ほとんどの保育士は、子どもに対する自身の関わりについ
て専門家の助言を求めていた。外部の専門機関との連携は実施しているとの回答が多かった
が、保育園から他機関への紹介が殆どであり、それに対する専門機関からの返答は少なかっ
た。
結論：保育士は「気になる子ども」を早期発見・介入できる立場にありながら、保育士を支
える体制や保護者との関係などが阻害要因となっていた。
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　そのため、近年幼児研究の領域では、発達障害、あ
るいはそれに類似する特徴を備えた「気になるこども」
に関する研究が複数行われている。特に、保育所には
かなりの「気になる子ども」が在籍し、彼らの特異的
な行動について保育士はごく早い時期から気づいてい
ること1-3,10,11）、保育士が「気になる」子どもの行動は発
達障害児の特徴と類似していること13-18）等が明らかに
なっている。その一方で、「気になる子ども」の8割は専
門機関を受診せず放置されていたり1）、保育士が子ど
もの「気になる」行動を保護者に伝えることを躊躇す
る19-21）など、「気になる子ども」への支援は障害が明ら
かな、いわゆる障害児に比較して不十分22）であり、適切
な対応がとられていない実態がある。
　しかし、これらの調査は比較的小規模な1自治体での
実態調査が多く、保育所や保育士個人の特性などとの関
連を詳細に検討した調査は非常に少ない。
　そこで、本研究では、「気になる子ども」に関する保
育士の認識と支援体制を明らかにし、それらの関連を検
討することにより、保育所における発達障害の早期発見・
早期介入を阻害する要因とその改善にむけた検討を行う
ことを目的とする。

　研究方法
1. 研究デザイン
　量的研究デザインによる実態調査研究である。
2. 対象
　対象は、機縁法で抽出した10都県の391保育所に勤務
する保育士2,346名である。調査は、都県の保育所統括担
当者、または保育部会長を通じて依頼し、各保育所の0
歳児から5歳児の各年齢のクラス担当保育士に回答を求
めた。
3. 調査期間
　2010年1月18日から3月31日である。
4. 調査方法
　調査は無記名自記式質問紙法により実施した。
1）質問紙の作成
　「気になる子ども」に関する保育士の認識と支援体制
について、独自の質問紙を作成した。1保育所にて予備
調査を行い、回答選択肢の表面・内容妥当性を研究者間
で検討し、内容の重複する選択肢を削除し、表現の修正
を行った後に本調査を実施した。
2）調査内容
　保育所の背景として設置主体、園児数、保育所内看護
師配置の有無と配置状況、対象者の背景として年齢、性
別、保育経験年数、担当クラスを尋ねた。
　また、担当クラスに障害の診断を受けた子ども及び「気

になる子ども」がいるかを尋ねた。さらに保育士の捉え
た「気になる子ども」の行動を自由記載で尋ねた。また、

「気になる子ども」の保護者からの相談内容と、保護者
との対応における困難感については、先行研究3,13）を参考
に選択肢を設け有無を尋ねた。さらに、「気になる子ど
も」に関する支援体制として主な介入者、及び保育所内
看護師や外部機関との連携や研修の受講状況について尋
ねた。
3）調査の配布と回収
　都県の保育所統括担当者または保育部会長に対し、研
究の趣旨を文書にて説明し承諾を得た。さらに、配布可
能な保育所数を確認した上で、保育所長、及び回答を依
頼する保育士への依頼文と質問紙を、保育所統括担当者、
保育部会長を経由して郵送した。調査票は同封した返信
用封筒により個別に回収することとし、調査への回答を
以って調査への同意とみなすこととした。
4）データの分析
　保育士の捉えた「気になる子ども」の行動は、自由記
載の内容を質的に分類しカテゴリー化した。保育士の捉
えた「気になる子ども」の行動、保護者からの相談内
容、保護者との対応における困難感の担当クラス別比較
にはχ2検定、保育士の年齢と経験年数の比較には一元
配置分散分析、多重比較はBonferroni法、研修回数の比
較にはKruskal-Wallis検定、多重比較はSteel-Dwass法を
用いた。子どもの気になる行動に対する保育士と保護者
の認識の比較には母比率の差の検定を行った。分析には
SPSS Ver.19.0、EXCEL統計Ver.6.0を用い、有意水準は5％
未満とした。
5. 用語の定義
　気になるこども：発達障害等の診断の有無に関わらず
保育をする上で保育士が困難感を感じたり、行動や反応
が気になる子ども、また保護者が育てにくさを訴える子
ども。
　保育所内看護師：保育所の中で勤務する看護職者（看
護師、保健師、助産師）の資格を持つ者。
6. 倫理的配慮
　研究の趣旨を書面にて説明した。また、得られた結果
は研究以外の目的では使用しないこと、保育所の情報や
回答者のプライバシーは厳守されること、回答は任意で
あり協力の有無により保育所や個人に不利益は被らない
ことを説明した。回答は無記名で、返信用封筒にて個別
に回収することとし、回答をもって調査への同意とみな
すこととした。回収された調査用紙は、施錠可能な場所
に保管し、データ管理を徹底した。
　なお、本研究は金沢大学医学倫理委員会で承認を得て
行った（受付番号243）。
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結果
1. 調査対象
　246（回答率62.9％）の保育所に勤務する1,070名（回収率
45.6%）の保育士から回答が得られた。
　保育所の設置主体は、公立が41.9％、私立が58.1％で、
1保育所あたりの通所児数は20～325名、平均114±42（平
均±標準偏差、以下同様）名であった。保育所内看護師
を配置している保育所は57.0%で、その割合は私立保育
所が有意に高かった（p<.001）。看護師を配置している
保育所のうち、複数人の看護師を配置している保育所
は10.1％で、いずれも私立保育所であった。また、配置
形態はクラス担任の一人として配置している保育所が
78.0％、担当クラスを設けずにフリーで配置している保
育所が22.0％であった。配置形態には設置主体による差
はみられなかった。
　対象者は全員女性で、担当クラスは、0歳児が15.9％、
1歳児が18.3％、2歳児が17.3％、3歳児が16.4％、4歳児が
15.7％、5歳児が16.4％とほぼ同率であった。
　対象者の背景を表1に示す。年齢は、21～60歳、平
均35.7±9.7歳で、20～30代が全体の3分の2を占めてい
た。経験年数は1～40年で平均13.1±8.8年であった。担
当クラス別に年齢、経験年数を比較すると、0歳児担
当者は2、3、4、5歳児担当者に比べ年齢が有意に高く

（p<.001）、経験年数も4、5歳児担当者に比べ有意に長かっ
た（p<.001）。対象者の所属する保育所の設置主体や保育
所内看護師配置の有無に差はみられなかった。

2. 「気になる子ども」の状況 
1）障害の診断を受けている子ども及び「気になる子ども」
の有無（表2）
　現在、担当クラスに障害の診断を受けた子どもがいる
と回答した割合は、全体では22.1%で、クラスの年齢が
高いほどその割合は高く、5歳児では42.6%であった。ま
た、「気になる子ども」がいると回答した割合は、全体
では83.6％で、0歳児で66.5%、1歳児では79.1％、2歳児
以上では9割前後と高くなっていた。なお、この回答は、
診断を受けた子どもや「気になる子ども」がクラスにい
るかどうかの認識に対する回答であり、実数を示すもの
ではない。
2）保育士の捉えた「気になる子ども」の行動
　保育士の捉えた「気になる子ども」の行動については、
自由記載の2,891件の記述内容を質的に分類した。その結
果、暴言を吐く、友達と関われない等の「対人上のトラ
ブル」が1,069件、こだわりが強い、パニックになる等の「順
応性の低さ」が638件、走り回る、集団行動がとれない
等の「落ち着きのなさ」が564件、言語発達の遅れ、理
解力が乏しい等の「言語・発達の遅れ」が468件、よく
泣く、偏食、筋力の弱さ等の「その他の行動」が152件
であった。
　表3は、保育士の捉えた「気になる子ども」の行動の
回答割合を担当クラス別に比較したものである（複数回
答があるため、割合は件数とは異なっている）。「対人
上のトラブル」は0歳児では低いが3、4歳児では高く

表1　対象の背景

表2　クラスで障害の診断を受けた子ども及び「気になる子ども」の有無
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（p<.001）、「言語・発達の遅れ」は1歳児に高く（p<.01）、「そ
の他の行動」は0歳児に多く（p<.01）、担当クラスの年齢
によって回答の割合に差がみられた。
3）「気になる子ども」の保護者からの相談内容
　保護者が保育士に相談する子どもの行動は「落ち着き
がない」が47.7％と最も多く、次いで「パニックを起す」
が30.5％、「言うことをきかない」が30.4％、「言葉が遅い」
が27.3％、「こだわりが強い」が22.4％であった。これら
の行動を子どもの年齢で比較すると、「落ち着きがない」
は5歳児に多く（p<.05）「言葉が遅い」は1歳児に多かっ
た（p<.001）。
4）子どもの気になる行動に対する保育士と保護者の認識
の比較（図1）
　上述した保護者からの相談内容を、保育士の捉えた「気
になる子ども」の行動の回答の割合と比較すると、「対
人上のトラブル」（p<.01）、「言語・発達の遅れ」（p<.05）
において保育士の認識が有意に高かった。一方、「環境
への順応性の低さ」（p<.01）においては親からの訴えの
割合が有意に高くかった。
5）保護者との対応における困難感
　保育士が「気になる子ども」の保護者との対応で困る

ことは、「保護者が問題に気付いていない」が80.7%と最
も多かった。次いで、「問題に気付いているが認めたが
らない」が49.2%、「健診等で指摘がないので問題ないと
思っている」が42.6%、「ゆっくりした発達で構わない
と思っている」が26.1%であった。これを年齢別に比較
すると「問題に気付いているが認めたがらない」では0
歳児と5歳児にその割合が有意に高かった（p<.05）（図2）。
また、「健診等で指摘がないので問題ないと思っている」
では1歳児にその割合が有意に高かった（p<.01）（図3）。
3. 「気になる子ども」への支援体制について（表4）
1）気になる子どもへの主な介入者
　「気になる子ども」の主な介入者は、クラス担当保育
士が76.4%と最も多く、障害児担当保育士がいると回答
した者はわずか19.8%であった。障害児担当保育士が
いる割合は、私立に比べ公立保育所が有意に高かった

（p<.001）。また、外部機関の専門家が介入していると回
答した者は29.1%であった。保育所内看護師の設置の有
無による差はみられなかった。
2）外部機関との連携

「気になる子ども」について外部機関との連携があると
回答した者は74.0%、連携なしと回答した者は15.8％で

表3　保育士が捉えた子どもの「気になる」行動（複数回答）

図1　子どもの気になる行動に対する保育士と保護者の認識の比較
　　　母比率の差の検定、*	p<.05,	**	p<.01

図 2　担当クラス別保護者との対応に関する困難感比較
　　　−「問題に気付いているが認めたがらない」−
　　　χ ²	=13.2	,p=.021			残差分析；*	p<.05
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あった。連携しているかわからないとの回答も10.2％あっ
た。連携機関は「保健センター」が最も多く30.4％、次
いで「療育センター」が22.4%、「発達障害支援センター」
が21.3%であった。連携ありと回答した割合は公立保育
所が有意に高かった（p<.05）。外部機関との連携におい
て保育所内看護師の設置の有無による差は見られなかっ
た。
　また、連携ありと回答した者792名のうち、「気になる
子ども」を外部機関へ紹介した際に保育所に結果報告が

「直接ある」割合は、保健センターが33.1%、専門機関で
43.1%、であった（図4）。
　保育士が外部の専門家に期待することで最も多かった
のは、「自分の関わりが正しいか助言してほしい」で、

「とても思う」と「思う」を合わせると94.4%が助言を
求めていた。また、「障害児を早期発見してほしい」が
81.2%、「保護者に受診を勧めてほしい」が68.7%といず
れも高かった（図5）。

3）保育所内看護師との連携について
　保育所内看護師を配置している保育所の保育士585名
のうち、「気になる子ども」に関して看護師との連携を
している者は54.2%であった。看護師と連携している理
由は、「看護師の立場からの意見が聞ける」が最も多く

表4　気になる子どもへの支援体制

図4　子どもを外部機関に紹介した後の保育所への報告

図3　担当クラス別保護者との対応に関する困難感比較
　　　−「健診等で指摘がないので問題ないと思っている」−
　　　χ ²	=20.4	,p=.001			残差分析；**	p<.01

図 5　保育士が専門家に期待すること
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64.0%であった。一方、連携していない者の理由は「看
護師は病気やけがの時のみの連携」が28.4%、「他と連
携しているので必要ない」が22.8%で、連携の有無には、
保育士自身の看護師に対する意識が関わっていた。
4）「気になる子ども」の研修について（表5）
　「気になる子ども」に関する研修を受講したことがあ
る保育士は60.4％であった。受講回数は平均3.7±4.4回で、
これを経験年数別に比較すると、経験年数が長い者の方
が研修の受講回数は多かった（p<.001）。また、担当クラ
ス別では4、5歳児に受講回数が有意に多かった（p<.05）。
さらに、私立保育所は公立保育所より受講回数は有意に
少なかった（p<.001）。

考察
　本調査の結果、クラスに「気になる子ども」がいると
答えた保育士は8割、0歳児クラスであっても6割を超え、
これらは先行研究2,3）の結果ともほぼ一致している。つま
り、保育所にはこのような子どもが多く在籍し、保育士
はごく早い時期から子どもの「気になる」徴候に気付い
ていることを示している。また、その「気になる」行動
には、年齢による特徴も認められ、「対人上のトラブル」
は年齢の増加とともに顕著になっており、その内容は暴
言を吐く、友達と関われない、パニックになる、走り回
るなど、「集団保育が困難な子ども」として捉えられて
いる。保育所では、発達に応じた保育を計画しそれを集
団の中で実践しているが、これらの行動によって集団生
活が乱されると安定した保育の実践は難しいと考えられ

る。また、クラスには、障害の診断を受けている子ども
も存在し、その割合は年齢が高くなるにつれて増加して
いるが、経験豊富な保育士は年少児のクラスに配置され
る傾向があることや、気になる子どもへの介入はその多
くが担任保育士に委ねられている現状から、保育士は通
常の保育をしながら、余裕のない中で気になる子どもへ
の介入を行っている状況が伺え、このことが早期発見、
早期介入を阻害する要因の一つになっていると考える。
　一方、保護者からの相談内容を、保育士の捉えた「気
になる子ども」の行動の回答の割合と比較すると、「対
人上のトラブル」、「言語・発達の遅れ」では保育士の認
識が有意に高く、「環境への順応性の低さ」においては
逆に親からの訴えの割合が有意に高かった。このことか
ら、保育士は自らが気付いている行動と保護者からの訴
えにはずれがあると感じていることが示唆され、こう
いった状況が両者の問題共有を困難にしていると考えら
れる。このことは、保護者との対応における困難感とし
て9割以上の保育士が「保護者は子どもの問題に気づい
ていない」と回答していたことからも伺える。また、保
護者の中には「発達の遅れは個性のうちで心配していな
い」、「ゆっくりした発達で構わない」と考えている者も
多いが、家庭では気付かなかった問題が集団生活に入っ
たことで顕著になるということも発達障害の一つの特性
である8）。保育士は子どもの問題を指摘することで保護
者との信頼関係が崩れることを恐れ、保護者と問題を共
有することができないでいるが、現代の親は親になる前
に子どもと関わった経験が少ないため、子どもの一般的

表5　保育士の背景別にみた研修受講回数



− 31 −

保育所における発達障害の早期発見・早期介入を阻害する要因の検討
―「気になる子ども」に対する保育士の認識と支援体制から―

な発達に対する知識が少なく、他者からの指摘がないと
我が子の問題に気付けない者も多い23）。一方、「問題に気
付いているが認めたがらない」保護者は、0歳児と5歳児
に多くみられているが、0歳児では、生まれて間もない
我が子の問題を受け入れがたい心情が、5歳児では、就
学を前に将来の問題に触れたくない思いがあるものと思
われる。進学は発達障害児の保護者にとって精神的に不
安定になりやすい事柄24）であり、保護者の心情を理解す
ることも重要である。近年、5歳児健診を実施する自治
体が増えているが、卒園・就学を間近に控えた5歳になっ
てからではなくもっと早い段階から、子どもの問題を保
護者と共有することが重要と考える。
　このように、保育士は子どもと保護者への対応の必要
性を切実に感じつつも実践できないジレンマを感じてい
るものと思われ、本調査で9割以上の保育士が専門家に
自身の関わりへの助言を期待していたことからも、発達
障害等の知識や技術の不足により自信がないまま保育し
ている状況が示唆された。
　一方、「気になる子ども」や障害を持った子どもの支
援に関して、保育所内看護師はその専門性をほとんど活
用できていなかった。保育所内看護師については、木村
ら27）が、看護師の8割以上はその役割を十分取れていない
と述べているように、保育所における乳児の増加により
看護師は乳児クラスを担当させられ、看護師としての専
門性が発揮できないという保育所内の体制の問題がその
背景にある。また、保育士側にも看護師は身体の健康に
関する専門職との固定観念があるものと思われる。しか
し、問題を抱えた子どもや保護者への直接的な対応のみ
ならず、保育所内の情報交換や研修の企画、外部機関と
の連携など、看護師が主体的に専門職としての役割を果
たすためには看護師自身の努力も必要であると考える。
　さらに、保健センターや療育センターなどの外部機関
は、診断や介入のための専門機関として保育所からの期
待が大きいが、自分の保育所が外部機関と連携をしてい
るかどうかすら知らない保育士が多かった。これは、「気
になる子ども」の問題を保育所全体で共有していないこ
とや、問題を抱えた子どもを紹介しても結果の報告が得
られないこと等によるものと思われる。外部機関は、個
人情報保護の観点から、保護者を介さず情報を交換する
ことに抵抗を示す傾向がある25,26）が、専門機関が子ども
の健全な発達を保障することを目的とするならば、家族
を説得し、より緊密な連携をすすめる姿勢が必要と考え
る。特に保健センターは、乳幼児健診の場でもあり、保
護者にとっても身近な機関であるが、「健診で指摘され
なかったので我が子の発達には問題がない」と捉えてい
る保護者は多く、このことは、1歳半健診で問題を指摘

されないことが親の対処行動を遅らせていることを示唆
するものとも考えられる。幼児健診での対応は非常に
重要であるが、健診を行う保健師も現在のシステムの中
で発達障害を早期発見することには多くの困難を抱えて
いる24,25）。したがって、健診前に子どもの日常の様子や
保護者の背景を把握している保育士が、保健センターに
必要な情報を伝えるなど日頃から有効な連携がとられる
ことで、健診の限られた時間の中でも的確な指導やフォ
ローアップが可能になるものと思われる。そのためには、

「気になる子ども」への支援体制の整備に加え、保育士
一人ひとりのスキルアップも非常に重要である。今回、

「気になる子ども」に関する研修を受けたことのある者
は6割に留まったが、保育所において発達障害の早期発
見・早期介入を可能にするためには、保育士の専門性を
向上させるために研修の機会を増やすことや、専門家と
のカンファレンスの機会を持つなど、より積極的な取り
組みが望まれる。
　研究の限界と今後の課題
　本研究の対象は機縁法により選定されており、対象県
も10都県で日本全国を網羅したものではないため、結果
に偏りがあることは否めず、本研究の結果を一般化する
には限界があると考える。また、発達障害に対する社会
の関心は年々高まっているが、本調査は2010年に実施し
たものであるため、ここ数年の状況を必ずしも反映した
ものではない。今後、発達障害の早期発見・早期支援に
向け、保育所に期待される役割はさらに大きくなること
が考えられるが、その取り組みは自治体や保育所に委ね
られている現状もあることから、今後は対象を拡大し、
自治体ごとの課題を明らかにしていく必要があると考え
る。

結論
　保育所における「気になる子ども」に関する保育士の
認識を調査し、以下のことが明らかとなった。
1.　 クラスに「気になる子ども」がいると答えた割合は、

子どもの年齢が高いほど多かった。
2.　 保育士が捉えた「気になる子ども」の行動は対人ト

ラブル、落ち着きの無さ、環境に対する順応性の低
さの順に多く、対人トラブルにおいては保育士と保
護者で認識が異なっていた。

3.　 保育士は「子どもの問題に気づいていない」「問題に
気付いているが認めたがらない」「健診での指摘がな
いので問題ないと考えている」保護者への対応に困
難を感じていた。

4.　 「気になる子ども」への介入は、クラス担任が通常の
保育と兼務しながら行っており、障害児担当保育士
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を決めている割合はわずか2割であった。
5.　 ほとんどの保育士は、子どもに対する自身の関わり

について専門家の助言を求めていたが、保育所内看
護師と連携している割合は5割であった。

6.　 外部の専門機関との連携は実施しているとの回答が
多かったが、保育園から他機関への紹介が殆どであ
り、それに対する専門機関からの返答は少なかった。

　　 　以上より、保育士は「気になる子ども」を早期発見・

介入できる立場にありながら、保育士を支える体制
や保護者との関係などが阻害要因となっていた。
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Factors disturbing the early detection and intervention of
developmental disorders in nursery school children

－ Awareness and support of childcare givers on children with special care needs －

Akiko Tsuda , Rumiko Kimura

Purpose : This study was performed to clarify the awareness and support of childcare givers 
on children with special needs in nursery schools. 
Methods : A questionnaire survey regarding special care needs was distributed to a total of 
2346 childcare givers in 391 nursery schools.
Results : Responses were obtained from 1070 childcare givers. The ratios of childcare givers 
who reported having classes with "children with special care needs" increased with the age 
of the children. Problems associated with children were: interpersonal problems (70.4%), 
lack of presence of mind (53.8%), and being poorly adjusted to the environment (42.8%). The 
recognition of interpersonal problems was different between childcare givers and parents. 
The reactions of parents to these issues were as follows: "the parent does not notice the 
problem of the child" (80.7%); "the parent notices the problem of the child, but does not want 
to recognize it" (49.2%), "the parent thinks that there are no problems because there was no 
indication on medical examination or at hospital" (42.6%), and "they are good but have slow 
development" (26.1%). The childcare givers were influenced by the attitudes of such parents, 
and they felt that the relationship of mutual trust with the parent can collapse if they point 
out problems with the child. Therefore, they felt that they cannot share these problems 
with the parent. In addition, only 19.8% of childcare givers were in charge of handicapped 
children, and 76.4% provided care to healthy children. Therefore, 94.4% of childcare givers 
refer evaluation to an outside expert. The survey indicated that 74.0% of childcare givers 
cooperated with outside specialized agencies. However, this mostly involved introductions 
from a nursery school to another agency, and there were very few responses from these 
specialized agencies.
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